
2022.10

■１か月（30日）あたりの利用料の目安【ユニット型個室】 単位：円

要介護度 介護費用 諸加算費用
居住費

（個室料）
食費 日額 月額（30日）

300 1,978 59,340

390 2,068 62,040

650 2,818 84,540

1,360 3,528 105,840

１割負担 4,357 130,710

２割負担 1,630 84 5,213 156,390

３割負担 2,445 126 6,070 182,100

300 2,049 61,470

390 2,139 64,170

650 2,889 86,670

1,360 3,599 107,970

１割負担 4,428 132,840

２割負担 1,772 84 5,355 160,650

３割負担 2,658 126 6,283 188,490

300 2,118 63,540

390 2,208 66,240

650 2,958 88,740

1,360 3,668 110,040

１割負担 4,497 134,910

２割負担 1,910 84 5,493 164,790

３割負担 2,865 126 6,490 194,700
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※特養入居は要介護３からとなります

※制度改正により金額が変更となることがあります

※諸加算費用は「看護体制加算Ⅰ２」「サービス提供体制強化加算Ⅲ」「夜勤職員配置加算」

「栄養マネジメント加算」

利用料金は、要介護度に応じた介護費用等の自己負担額（１割～３割）と居室・食事に係る自己負担額

（第１段階～第４段階）の合計金額となります。



■その他の料金：職員配置体制で加算される項目ならびに該当入居者に追加される項目

1割 2割 3割

31 62 93

253 506 758

48 95 142

7 13 19

上記のほか、加算の基準に適合している加算

介護職員処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の8.3％

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ 所定単位数の2.7％

介護職員等ベースアップ等支援加算 所定単位数の1.6％

⑧事務代行費 1,000 ご依頼いただく場合のみ

⑥テレビ使用電気代 50 居室にお持込になる方のみ

⑦冷蔵庫使用電気代 50 居室にお持込になる方のみ

⑤日常費用支払い代行代 100 全入居者対象

②入院・外泊加算 入院・外泊の間、一か月6日間までの加算

③日常生活継続支援加算

④療養食加算 医師の指示により食事調整が必要な方

項目
日額

内容

①初期加算 新規入居から30日間

■介護保険負担割合について

介護保険サービスを受けるときには、介護保険被保険者証に記載されている利用者負担割合に応じて、

サービス費用のうち１割から３割までのいずれかが利用者の負担となります。

■介護保険負担限度額認定について

居住費・食費についてはご本人による負担が原則ですが、ご本人および世帯を共にしている方の収入によ

り、負担軽減する制度です。

※第1段階・・・市民税非課税世帯で老齢福祉年金・生活保護を受給されている方

※第2段階・・・市民税非課税世帯で合計所得金額＋課税年金収入額が年間80万円以下の方

※第3段階①・・市民税課税世帯で、特例減額措置が適用され年金等収入が80万円超120万円以下の方

※第3段階②・・市民税課税層で、特例減額措置が適用され、年金等収入が120万円超の方

※第4段階・・・上記以外の方


